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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スピーカから放音される所定の時間幅を有するテスト信号をマイクロホンによって集音
することにより得られる応答信号について正値化する正値化手段と、
　前記正値化手段によって正値化された応答信号の解析対象波形の所定の位置から時間的
に逆方向に解析していき、基準値以下のサンプル点が所定の個数連続する点を仮立ち上が
り点と認定し、該仮立ち上がり点が予め定めた棄却条件に適合しないと推定されたときは
、最初の山型部となる第１過度応答部として検出する検出手段と、
　前記第１過渡応答部のピーク位置あるいはその近傍を含み、正値化された前記応答信号
に応じて決まるＮ（Ｎは１以上の整数）個以上のサンプル点から、前記第１過渡応答部の
立ち上がり点を類推する類推手段と、
　前記類推手段によって類推される前記第１過度応答部の立ち上がり点と、前記テスト信
号の発生タイミングとに基づいて、前記マイクロホンで収音される音声の時間遅延を算出
する算出手段と
　を備えることを特徴とする音響装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の音響装置であって、
　前記テスト信号を放音する前記スピーカは、低音域用のものであることを特徴とする音
響装置。
【請求項３】
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　請求項１に記載の音響装置であって、
　前記類推手段は、前記２点以上のサンプル点と立ち上がり点とが対応付けられた複数の
情報からなるリスト情報を参照することにより、前記立ち上がり点を類推することを特徴
とする音響装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の音響装置であって、
　前記類推手段は、前記２点以上のサンプル点に応じて前記立ち上がり点が決まる所定の
関数に基づいて、前記立ち上がり点を類推することを特徴とする音響装置。
【請求項５】
　スピーカからテスト信号を放音し、
　前記スピーカから放音される所定の時間幅を有するテスト信号をマイクロホンによって
集音し、
　前記マイクロホンによって集音して得られた応答信号を正値化し、
　該正値化された前記応答信号の解析波形を、所定の位置から時間的に逆方向に解析して
いき、基準値以下のサンプル点が所定の個数連続する点を仮立ち上がり点と認定し、該仮
立ち上がり点が予め定めた棄却条件に適合しないと推定されたときは、最初の山型部とな
る第１過度応答部として検出し、
　検出した前記第１過渡応答部のピーク位置あるいはその近傍を含み、正値化された前記
応答信号に応じて決まるＮ（Ｎは１以上の整数）個以上のサンプル点から前記第１過渡応
答部の立ち上がり点を類推し、
　類推して得た前記第１過度応答部の立ち上がり点と、前記テスト信号の発生タイミング
とに基づいて、前記マイクロホンで収音される音声の時間遅延を算出することを特徴とす
る時間遅延算出方法。
【請求項６】
　所定の時間幅を有するテスト信号を発生させて、当該テスト信号をスピーカに供給して
放音させるようにするテスト信号発生ステップと、
　前記スピーカから放音されるテスト信号をマイクロホンによって集音することにより得
られる応答信号を正値化する正値化ステップと、
　前記正値化ステップにおいて正値化した応答信号の解析波形を所定の位置から時間的に
逆方向に解析し、基準値以下のサンプル点が所定の個数連続する部分を、第１過度応答部
の候補に判定する判定ステップと、
　前記第１過渡応答部の候補から棄却条件に該当しない部分を第１過渡応答部に決定する
検出ステップと、
　前記検出ステップにおいて検出した前記第１過渡応答部の解析波形のピーク位置あるい
はその近傍を含み、正値化された前記応答心に応じて決まるＮ（Ｎは１以上の整数）個以
上のサンプル点から当該第１過渡応答部の信号の立ち上がり点を類推する類推ステップと
、
　前記類推ステップにおいて類推した前記立ち上がり点と、前記テスト信号の発生タイミ
ングとに基づいて、当該スピーカから放音される音声の時間遅延を算出する算出ステップ
と
をコンピュータに実行させることを特徴とする時間遅延算出プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、例えば、ステレオ音響システムやマルチチャンネル音響システムなどの音
響装置、音響装置で用いられるスピーカの時間遅延を算出する方法、および、プログラム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＤＶＤ（Digital Versatile Disc）に記録された映画などのコンテンツやデジタルテレ
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ビ放送などにおいては、５．１チャンネル、７．１チャンネルなどのいわゆるマルチチャ
ンネルの音声データが扱われるようになり、ユーザーが、５．１チャンネルや７．１チャ
ンネルなどのマルチチャンネルの聴取システムを設定する機会も増えてきている。
【０００３】
　例えば、５．１チャンネルの聴取システムは、前方左チャンネル、前方中央チャンネル
、前方右チャンネル、後方左チャンネル、後方右チャンネル、および、サブウーハーチャ
ンネルの６つの音声チャンネルからなり、これら６つの音声チャンネルに対応する６個の
スピーカを用いて音声の再生を行うことが可能なものである。なお、５．１チャンネルな
どにおける［．１］という表現は、低周波数成分を補うサブウーハーチャンネルを意味し
ている。
【０００４】
　そして、マルチチャンネルの聴取システムにおいては、複数のスピーカを用いるため、
各スピーカから放音される音声をユーザーが聴取する聴取位置における、各スピーカとユ
ーザーとの距離、各スピーカの出力特性、スピーカとユーザーの間に存在する障害物など
の影響を受けて、マルチチャンネルの聴取システムによって形成される再生音場が適切な
ものとならない場合がある。例えば、前方中央に定位すべき音像が、右側や左側に片寄っ
てしまうなどといったことが発生する。
【０００５】
　このため、マルチチャンネルの聴取システムの中には、各スピーカから放音する音声を
適切に遅延させるようにすることによって、適切な再生音場を形成で切るようにするいわ
ゆるタイムアライメント機能を備えたものがある。例えば、図１５に示すようなスピーカ
のタイムアライメント機能を備えた聴取システムが提供されている。
【０００６】
　この図１５に示す聴取システムは、ＴＳＰ（Time-Stretched Pulse：時間伸長パルス）
信号発生部１０１において発生させたＴＳＰ測定用信号（インパルス信号のエネルギーを
時間軸上に分散させた信号）をデジタルアンプ１０２によってＤＡＣ（Digital-Analog C
onvert）再生し、これをスピーカＳＰ１～ＳＰ５の目的とするスピーカから放音させるよ
うにするものである。
【０００７】
　このようにして放音させたＴＳＰ測定用信号を、ユーザーによって選択された聴取位置
にマイクロホンＭＣを配置し、このマイクロホンＭＣによって集音して、マイクアンプ＋
ＡＤＣ（Analog-Digital Converter）１０３によって、増幅すると共にデジタル信号に変
換し、これを信号解析部１０４により解析して、インパルス応答を求める。
【０００８】
　そして、求めたインパルス応答に基づいて、各スピーカから放音するようにされる音声
の当該聴取位置までの到達時間が求められ、各スピーカからの音声が同じタイミングでユ
ーザーが聴取できるように、各スピーカ毎に、スピーカに供給される音声の遅延時間が調
整するようにされ、聴取位置に応じた最適な再生音場を簡単かつ適正に形成することがで
きるようにされている。
【０００９】
　なお、上述した聴取システムのように、スピーカからテスト音を放音し、これを所定位
置に配置したマイクロホンで集音してインパルス応答などを取得して用いる技術は、例え
ば、後に記す特許文献１、特許文献２に記載されているような音響処理装置におけるスピ
ーカのいわゆるタイムアライメントを行う場合に広く利用されている。
【特許文献１】特開平１０－２４８０９７号公報
【特許文献２】特開平１０－２４８０９８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ところが、臨場感のある再生音場を形成するために用いられる複数のスピーカのインパ
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ルス応答の内、超低域～低域の帯域を持つサブウーハーのインパルス応答は、特に家庭の
ような部屋であれば壁の反射や定在波の影響で、収束するまでの時間は長く、測定時間（
計測時間）が長くなるとともに、システム実装の意味でメモリを圧迫する可能性がある。
【００１１】
　すなわち、マルチチャンネルの聴取システムにおいて、サブウーハースピーカからの音
声の時間遅延を適正に測定（計測）しようとすれば、時間がかかったり、処理の検出のた
め記憶容量の大きなメモリが必要になったりするなど、処理時間や製造コストなどの面に
おいて問題が生じる場合がある。
【００１２】
　以上のことにかんがみ、この発明は、ウーハーやサブウーハーなどの低音域用のスピー
カからの音声についての時間遅延をも、迅速かつ正確に、しかも大きな容量のメモリを使
用することなく検出できるようにすることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、請求項１に記載の発明の音響装置は、
　スピーカから放音される所定の時間幅を有するテスト信号をマイクロホンによって集音
することにより得られる応答信号について正値化する正値化手段と、
　前記正値化手段によって正値化された応答信号の最初の山型部となる第１過渡応答部を
検出する検出手段と、
　前記第１過渡応答部のピーク位置あるいはその近傍を含み、正値化された前記応答信号
に応じて決まるＮ（Ｎは１以上の整数）個以上の点から当該応答信号の立ち上がり点を類
推する類推手段と、
　前記類推手段によって類推される前記立ち上がり点と、前記テスト信号の発生タイミン
グとに基づいて、当該マイクロホンで集音される音声の時間遅延を算出する算出手段と
　を備えることを特徴とする。
【００１４】
　この請求項１に記載の音響装置によれば、スピーカから放音されたテスト信号は、マイ
クロホンによって集音されて応答信号とされ、これが正値化手段によって正値化される。
この正値化された応答信号の最初の山型部である第１過渡応答部が検出手段によって検出
され、この第１過渡応答部が基準として用いるようにされて、類推手段によって、応答信
号の立ち上がり点が類推（推定）される。そして、類推された立ち上がり点に応じて、当
該スピーカの時間遅延が算出手段によって算出される。
【００１５】
　これにより、応答信号の格納用に大きなメモリを用意することも無く、特に低音域用の
スピーカから放音される音声の時間遅延について、迅速かつ正確に求めることができるよ
うにされる。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、インパルス応答が長くなりがちな低音域用のスピーカであるウーハ
ーやサブウーハーの時間遅延をも迅速かつ正確に算出することができる。しかも、時間遅
延の算出に際して、インパルス応答を格納するためにメモリが圧迫されるなどのことも防
止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、図を参照しながら、この発明による装置、方法、プログラムの一実施の形態につ
いて説明する。以下に説明する実施の形態においては、この発明を、ＤＶＤ（Digital Ve
rsatile Disc）などの光ディスク記録媒体（以下、単に光ディスクという。）に記録され
たマルチチャンネルの音声信号の再生が可能な再生装置に適用した場合を例にして説明す
る。
【００１８】
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　また、以下に説明する実施の形態の再生装置は、マルチチャンネル再生環境におけるス
ピーカのタイムアライメントを調整することを目的として、スピーカから聴取位置に設置
されるマイクロホン間の距離で起こる空間遅延を測定することができるものである。しか
し、以下に説明する実施の形態の再生装置に適用されたこの出願の発明は、特にインパル
ス応答が長くなりがちなサブウーハーやウーハーと呼ばれる低音域用スピーカに対して用
いて有効なものである。このため、以下においては、サブウーハーあるいはウーハーと呼
ばれる低音域用のスピーカ（以下、単にウーハーという。）に対してタイムアライメント
を行う場合に特定して説明することとする。
【００１９】
　なお、この実施の形態の再生装置に適用されたこの出願の発明は、ウーハー以外のツイ
ータ等の通常のスピーカに対しても適用可能なものである。しかし、通常、インパルス応
答が長くなることのないツイータなどの高音域用のスピーカについては、先に出願した特
願２００４－１３３６７１号において説明したインパルス応答を用いて空間遅延を測定す
る手法を用いることによって、より正確に空間遅延を測定することができる。
【００２０】
　また、通常のスピーカの場合には、空間遅延の測定は、主にスピーカと聴取位置に設置
されるマイクロホン間の距離に依存して発生する遅延量を測定すること、すなわち、スピ
ーカとマイクロホン間の距離を測定することと等価である。しかし、ウーハーを対象とし
た場合には、通常のスピーカに比べてウーハーの前段に設けられるフィルタの遅延が大き
いものが多い。
【００２１】
　このため、以下に説明する実施の形態の再生装置において、タイムアライメントで補正
すべき遅延は、空間遅延とスピーカシステムに依存する電気的遅延とを合わせた時間遅延
（以下、ウーハー時間遅延と呼ぶ。）であり、以下に説明する実施の形態の再生装置にお
いては、このウーハー時間遅延を測定し、これをタイムアライメントで補正することがで
きるようにしたものである。
【００２２】
　［再生装置の構成と基本動作］
　まず、この実施の形態の再生装置の構成と基本動作について説明する。図１は、この実
施の形態の再生装置を説明するためのブロック図である。この実施の形態の再生装置は、
例えば、５．１チャンネルのマルチチャンネルの音声信号の再生ができるものである。そ
して、図１に示すように、この実施の形態の再生装置は、メディア再生部１、フレームバ
ッファ２、音場補正部３、スイッチ回路４、パワーアンプ部５、テスト信号発生部６、マ
イクロホンの接続端子７、測定機能部８、制御部１０、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display
）１１、操作部１２を備えたものである。
【００２３】
　また、この実施の形態の再生装置には、図１に示したように、フレームバッファ２を通
じて表示装置ＤＰが接続されると共に、パワーアンプ部５を通じて、５．１チャンネルの
それぞれに対応してスピーカＳＰ１～ＳＰ６が接続される。さらに、マイクロホンＭＣが
、マイクロホンの接続端子７に接続するようにされている。
【００２４】
　制御部１０は、この実施の形態の再生装置の各部を制御するものであり、図示しないが
、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＲＯＭ（Read Only Memory）、ＲＡＭ（Random 
Access Memory）、ＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable and Programmable ROM）など
の不揮発性メモリを備えたマイクロコンピュータの構成とされたものである。
【００２５】
　制御部１０には、図１にも示したように、ＬＣＤ１１と操作部１２とが接続されている
。ＬＣＤ１１は、比較的に大きな表示画面を備えたものであり、制御部１０からの情報に
応じて、ガイダンスメッセージ、警告メッセージ、状態表示などの種々の情報を表示する
ことができるものである。
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【００２６】
　操作部１２は、電源のオン／オフキー、再生キー、一時停止キー、早送りキー、早戻し
キー、その他各種の操作キーを備え、ユーザーからの操作入力を受け付けて、これを電気
信号に変換し、これを制御部１０に供給することができるものである。これにより、制御
部１０は、ユーザーからの操作入力に応じて各部を制御することができるようにしている
。
【００２７】
　また、この実施の形態においては、制御部１０に対して、棄却条件リスト１３、波形デ
ータベース１４が接続されている。これらは、後に詳述するが、ウーハー時間遅延を求め
る場合に用いられる棄却条件情報や立ち上がり点情報を記憶保持しているものである。
【００２８】
　そして、メディア再生部１は、図示しないが、ＤＶＤなどの光ディスクの装填部、スピ
ンドルモータなどを備えた光ディスクの回転駆動部、レーザ光源、対物レンズ、２軸アク
チュエータ、ビームスプリッタ、フォトディテクタ等の光学系を備えた光ピックアップ部
、光ピックアップ部を光ディスクの半径方向に移動させるためのスレッドモータ、各種の
サーボ回路などを備えると共に、映像デコーダ、音声デコーダを備えたものである。
【００２９】
　操作部１２を通じて、再生指示を受け付けると、制御部１０は、各部を制御し、メディ
ア再生部１に装填されている光ディスクに記録されているコンテンツの再生処理を開始す
る。ここでは、メディア再生部１に装填されているメディアはＤＶＤであり、記録されて
いるコンテンツは、５．１チャンネルの音声データと、映像データとからなる映画のコン
テンツであるものとする。
【００３０】
　この場合、メディア再生部１は、制御部１０からの制御に応じて、装填されているＤＶ
Ｄを回転駆動させ、当該ＤＶＤにレーザ光を照射してその反射光を受光することにより、
当該ＤＶＤに記録されている制御データ、音声データ、映像データなどを読み出して、こ
れら各種のデータを分離する。そして、分離したデータの内、制御データは制御部１０に
供給して各部の制御などに利用できるようにする。
【００３１】
　また、分離された音声データと映像データとのそれぞれは、データ圧縮されてＤＶＤに
記録されているので、メディア再生部１は、読み出した音声データ、映像データについて
はデコード処理して、データ圧縮前の音声データ、映像データを復元する。復元された映
像データは、フレームバッファ２を介して表示装置ＤＰに供給される。
【００３２】
　フレームバッファ２は、制御部１０によって映像データの書き込み／読み出しが制御さ
れるものであり、いわゆるリップシンクのずれを解消するために、映像データをフレーム
単位で一時記憶するためのものである。すなわち、後述するように、音声データに対して
は音場補正処理等を施すために処理に時間がかかり、音声データの再生と映像データの再
生との間でタイムラグが生じる。そこで、このタイムラグを解消するために、フレームバ
ッファ２を設け、映像データの再生タイミングと、音声データの再生タイミングとを同期
させ、リップシンクのずれが生じることがないようにしている。
【００３３】
　表示装置ＤＰは、例えば、ＬＣＤ、ＰＤＰ（Plasma Display Panel）、有機ＥＬ（Elec
tro Luminescence）ディスプレイ、ＣＲＴ（Cathode-Ray Tube）等の比較的に画面の大き
な表示素子を備えたものであり、フレームバッファ２を介して供給される映像データから
表示用のアナログ映像信号を形成し、このアナログ映像信号に応じて自己の表示素子の表
示画面に映像を表示させる。
【００３４】
　これにより、メディア再生部１によって再生するようにされた映像データに応じた映像
が、表示装置ＤＰの表示素子の表示画面に表示するようにされ、これをユーザーが観視す
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る（見る）ことができるようにされる。
【００３５】
　一方、メディア再生部１において、分離され、デコードされた音声データは、さらに５
．１チャンネルのそれぞれの音声チャンネルの音声データに分離され、そのそれぞれの音
声チャンネルの音声データが音場補正部３に供給される。音場補正部３は、メディア再生
部１からの５．１チャンネルの各音声チャンネルのそれぞれの音声データに対して個別に
処理を施すことができるものであり、各音声チャンネルに対応して遅延処理部、音質調整
部、利得調整部を備えるものである。
【００３６】
　そして、音場補正部３は、これに供給された各音声チャンネルの音声データに対し、後
述する測定機能部８からの指示パラメータに応じて遅延処理や音質調整処理や利得調整処
理等を行って、当該音声データによる音声が後述するスピーカＳＰ１～ＳＰ６のそれぞれ
から放音された場合に、適正な音場を形成することができるようにしている。
【００３７】
　音場補正部３において処理された各音声チャンネルの音声データは、スイッチ回路４を
通じてパワーアンプ部５に供給される。スイッチ回路４、パワーアンプ部５のそれぞれも
また、５．１チャンネルの音声データに対応することができるものである。すなわち、ス
イッチ回路４は、再生処理時においては、制御部１０の制御により音場補正部３側に切り
換えられ、音場補正部３からの各音声チャンネルの音声データを後段のパワーアンプ部５
に供給する。
【００３８】
　パワーアンプ部５もまた、各音声チャンネルに対応するアンプ処理部（増幅処理部）を
備え、制御部１０からの制御に応じて、各音声チャンネルの音声データをアナログ音声信
号に変換するといともに、このアナログ音声信号のレベルを指示されたレベルにまで増幅
した後に、対応するスピーカＳＰ１～ＳＰ６に供給する。
【００３９】
　これにより、メディア再生部１によって再生するようにされた各音声チャンネルの音声
データに応じた音声が、スピーカＳＰ１～ＳＰ６の内の対応するスピーカから放音するよ
うにされ、これをユーザーは聴取する（聞く）ことができるようにされる。
【００４０】
　また、マルチチャンネルの音響システムにおいては、複数のスピーカのそれぞれの設置
位置と各スピーカからの放音音声をユーザーが聴取する位置である聴取位置との関係や、
音声の伝播上の障害となる障害物の有無や、複数のスピーカのそれぞれにおける音響特性
の差異などの影響を受けて、良好な音場を形成できなくなることもある。
【００４１】
　つまり、この実施の形態の再生装置においては、スピーカＳＰ１～ＳＰ６のそれぞれか
ら聴取位置までの到達音にスピーカ間で時間差が生じたり、対応すべきスピーカ間で音質
や音量（レベル）に差が生じたりすることにより、スピーカＳＰ１～ＳＰ６のそれぞれか
ら放音される音声が別個独立に聴取されてしまうために、想定された良好な音場を形成す
ることができなくなる場合もある。
【００４２】
　このため、この実施の形態の再生装置においては、操作部１２を通じて、音場補正を行
うことが指示された場合には、制御部１０は、テスト信号発生部６、測定機能部８等を制
御して、音場補正処理を実行させるようにする。
【００４３】
　そして、この実施の形態の再生装置においては、ウーハーについての時間遅延（ウーハ
ー時間遅延）を測定する場合において、インパルス応答を用いようとすれば、反射や低在
波の影響を受けてしまい、インパルス応答が収束するまでに時間がかかり、測定時間が長
くなったり、記憶容量の大きなメモリが必要になったりする。
【００４４】
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　このため、この実施の形態の再生装置においては、ウーハー遅延時間の測定に当たって
は、インパルス応答を用いるのではなく、半波長以上の連続正弦波からなるバースト信号
をテスト信号として用いる。すなわち、音場補正処理を行う場合において、テスト信号発
生部６は、制御部１０の制御に応じて、正弦波のバースト信号を発生させ、これをウーハ
ーが接続された音声チャンネルに送出して、当該テスト信号に応じた音声をウーハーから
放音させる。
【００４５】
　このウーハーから放音されるテスト信号をマイクロホンＭＣによって集音し、これをテ
スト信号に対する応答信号として測定機能部８に供給し、当該応答信号の立ち上がり点を
特定して、この特定した立ち上がり点に基づいて、ウーハー時間遅延を求めることができ
るようにしている。そして、このウーハー時間遅延に基づいて、測定機能部８は、音場補
正部３のウーハーが接続される音声チャンネルの遅延回路に対して適切なパラメータを設
定することができるようにしている。
【００４６】
　なお、ウーハー以外のスピーカが接続される音声チャンネルについては、上述もしたよ
うに、先に出願した特願２００４－１３３６７１号において説明したインパルス応答を用
いて空間遅延を測定する手法を用いることによって、正確に空間遅延を測定し、これに応
じて、該当する音声チャンネルについての遅延量を求め、これに応じたパラメータを形成
して音場補正部３に供給することができるようにされる。また、測定機能部８は、各スピ
ーカから放音されるテスト信号に基づいて、音質調整や利得調整のためのパラメータを形
成し、これを音場補正部３に供給することもできるようにされている。
【００４７】
　音場補正部３は、上述もしたように、各音声チャンネル毎に、遅延処理部、音質調整部
、利得調整部を備えた構成とされており、測定機能部８からの各音声チャンネルに対する
遅延時間、音質調整情報、レベル調整情報等の各パラメータを対応する処理部に設定し、
各音声チャンネルの音声に対して、遅延処理、音質調整、利得調整などを行うようにされ
る。
【００４８】
　このように、この実施の形態の再生装置は、測定機能部８と音場補正部３との機能によ
り、聴取位置に応じた適正な音場を形成することができるようにしている。特に、ウーハ
ーについては、バースト信号を用いたウーハー時間遅延の測定を行うことにより、装置に
負担をかけることなく、迅速かつ正確にウーハーが接続された音声チャンネルに対する遅
延量を求めることができるようにされる。
【００４９】
　［測定機能部の構成と動作］
　次に、測定機能部８のウーハー時間遅延の測定に係る部分の構成と動作について説明す
る。図２は、測定機能部８のウーハー時間遅延の測定に係る部分について説明するための
ブロック図である。また、図３は、テスト信号である正弦波のバースト信号の一例を示す
図であり、図４は、図３に示したテスト信号を集音することにより得られる応答信号の一
例を示す図である。また、図５は、図４に示した応答信号から形成される解析対象となる
信号の波形（解析対象波形）の一例を示す図である。
【００５０】
　図２に示すように、測定機能部８のウーハー時間遅延の測定に係る部分は、加算平均部
８１と、フィルタ部８２と、正値化部８３、第１過渡応答選択決定部８４と、ウーハー時
間遅延算出部８５とを備えたものである。また。第１過渡応答選択決定部８４は、棄却条
件リスト１３を参照することができ、ウーハー時間遅延参照部８５は、波形データベース
１４を参照することができるように構成されている。
【００５１】
　なお、加算平均部８１の前段には、応答信号の増幅を行うマイクロホンアンプ、アナロ
グ信号として供給される応答信号をデジタル信号に変換するＡＤＣ（Analog-Digital Con
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verter）が設けられているが、説明を簡単にするため、これらの部分については省略して
いる。
【００５２】
　上述もしたように、操作部１２を通じて音場補正処理の実行が指示されると、制御部１
０は、テスト信号発生部６、スイッチ４、パワーアンプ５を制御し、テスト信号発生部６
において発生させたテスト信号としての正弦波（サイン波）のバースト信号をウーハーか
ら再生させるようにする。これを聴取位置に設置したマイクロホンＭＣにより集音し、集
音して得た応答信号（正弦波のバースト信号に対する応答信号）を測定機能部８の加算平
均部８１に供給する。
【００５３】
　加算平均部８１は、これに供給された応答信号を加算平均し、応答信号のＳＮ（Signal
 to Noise）レベルを大きくするようにした後に、フィルタ部８２に供給する。フィルタ
部８２は、これに供給された応答信号に対して、フィルタリングを行い、例えば、ＤＣ（
Direct Current）成分及び、ウーハーでは不要な中高域成分をカットし、このフィルタリ
ング処理後の応答信号を正値化部８３に供給する。なお、フィルタ部８２においては、応
答信号の波形の形を大きく崩さないように、直線位相フィルタのように時間的な位相変化
がない、または位相回転の少ないフィルタを選択すべきである。
【００５４】
　正値化部８３は、これに供給された応答信号について、絶対値化処理、または、自乗処
理を行うことにより、応答信号を正値化する。この正値化した応答信号を以降の解析に用
いる信号とし、第１過渡応答選択決定部８４に供給する。
【００５５】
　実際の波形の例を示すと、テスト信号発生部６において発生させ、ウーハーから再生す
るテスト信号（測定信号）は、例えば、図３に示すような正弦波（１００Ｈｚ）を５波長
分としたものである。これがマイクロホンＭＣによって集音することによって、図４に示
すような応答信号（ウーハー応答波形）が得られる。
【００５６】
　当然ながら、図３に示したように、テスト信号は正弦波を定常的に再生しつづけたもの
ではないので、その応答信号は、図４にみられるような過渡応答波形となり、また、部屋
の残響などにより５波長分では収束しない。図４に示したような応答信号に対して、上述
もしたように、フィルタ部８２においてフィルタリング処理を行い、正値化部８３におい
て例えば絶対値化処理を行って正値化すると、図５Ａに示すような応答波形（絶対値波形
）が得られる。この図５Ａに示した波形が、以降の解析対象となる波形である。
【００５７】
　ここで、便宜上、図５Ａに示した解析対象波形（絶対値化した応答波形）において、バ
ースト波の応答として観測できる、（時間的に）最初の山型の部分を「第１過渡応答部」
と呼び、以降の山型部分ごとに、第２過渡応答部、第３過渡応答部、…と呼ぶことにする
。図５Ｂは、図５Ａにおいて、四角で囲った部分の拡大波形であり、この図５Ｂで黒く塗
りつぶした部分が最初の山型部、すなわち第１過渡応答部である。
【００５８】
　なお、テスト信号として用いるバースト波の元になる正弦波は、対象となるスピーカ、
この実施の形態においてはウーハーにおいて、確定的に出力されると思われるであろう周
波数、もしくは、事前に別の測定手段により、この周波数での応答が小さくないことを確
認済みの周波数を使うことが望ましい。
【００５９】
　第１過渡応答部が決定すれば、その波形から立ち上がり点を推定し、結果ウーハー時間
遅延を求めることが可能になる。したがって、解析対象波形について「第１過渡応答部」
を自動的に探すことが重要となる。例えば、図５Ａに示したような解析対象波形の供給を
受けて、「第一過渡応答部」を選択して決定する処理を行う部分が、第１過渡応答選択決
定部８４である。
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【００６０】
　図６は、この実施の形態の再生装置の第１過渡応答選択決定部８４において用いられる
第１過渡応答部の選択決定処理を説明するための図であり、第１過渡応答選択決定部８４
に供給される解析対象波形の一例を示す図である。
【００６１】
　例えば、図６に示すように、４０９６サンプルの解析対象波形が第１過渡応答選択決定
部８４に供給されたとする。この解析対象波形の４０９６サンプルのうち、図６の上側に
矢印で示したように、半分の２０４８サンプルの位置を解析の起点とし、時間的に前方向
（過去に向かう方向）に解析を行うようにする。
【００６２】
　この場合、サンプリング周波数ＦＳ＝４８ｋＨｚとすると、２０４８サンプルに相当す
るウーハー時間遅延は、４２．６ｍｓ（ミリ秒）である。仮に、ウーハー内の電気的遅延
がゼロとした場合、空間遅延、つまり測定可能な距離は約１５ｍ（メートル）程度となる
。測定されるウーハーが、４２．６ｍｓ以上長い時間遅延があった場合は測定できないこ
とになるが、システム側でこれより長い時間遅延を想定している場合には、解析起点のサ
ンプル及び、再生側のバースト波の長さを変更する。
【００６３】
　解析の前提として、振幅基準値であるパラメータＴＨ＿ＷＦ＿ＳＩＮを設定する。パラ
メータＴＨ＿ＷＦ＿ＳＩＮの値は少なくとも暗騒音レベルより大きく、第１過渡応答部と
して想定できる分だけ小さく設定する必要がある。なお、ここでの数値は、加算平均部８
１の前段に設けられるマイクアンプやＡＤＣ（Analog Digital Converter）を通し、第１
過渡応答部選択決定部８４を構成するＣＰＵやＤＳＰ（Digital Signal Processor）内で
観測できる数値である。
【００６４】
　そして、上述したように起点とした２０４８サンプルの位置から前方に向けて、１サン
プルずつ解析を行う。解析は対象サンプルの前方サンプルに関して、ＴＨ＿ＷＦ＿ＳＩＮ
 以下の値が連続して既定サンプル数（ＴＨ＿ＷＦ＿ＣＯＵＮＴ）以上続いた場合に、図
６に示したように、その位置（地点）を「仮立ち上がり点」とする。
【００６５】
　図６に示した例の場合には、規定サンプル数ＴＨ＿ＷＦ＿ＣＯＵＮＴは、１００サンプ
ル程度としている。つまり、バースト波応答が存在している間は、ＴＨ＿ＷＦ＿ＣＯＵＮ
Ｔサンプル以上、データ数値が振幅基準値ＴＨ＿ＷＦ＿ＳＩＮ以下にならないと、予め分
かっているものとする。
【００６６】
　そして、「仮立ち上がり点」が属している山型波形であり、その点からみて時間後方山
型波形の１つ目が、第１過渡応答選択決定部８４において、目的とする「第１過渡応答部
」の候補である。このようにして、第１過渡応答部の候補が選択されれば、この山型波形
に対して、いくつかの棄却条件を加え、選択されたこの波形が、実際に求めるべき第１過
渡応答部である確度を上げていく。
【００６７】
　本来ＳＮ値がよければ、棄却条件をつけなくても問題がないが、実際には、家庭におけ
る再生環境などでの測定を考えた場合、暗騒音レベルが大きく、第１過渡応答部出現の前
の時刻にノイズ波形が観測される場合も考えられる。また、ウーハーは床に直接設置され
ることが多いため、再生されたテスト信号であるバースト信号が、空気を伝播してマイク
ロホンＭＣに到達するより前に、ウーハー筐体から床に通じた振動がマイクロホンＭＣに
到達し、波形として観測される場合も考えられる。
【００６８】
　このことから、例えば、実際の棄却条件は、判定された第１過渡応答部の候補の波形に
対して、以下のような棄却条件と照らし合わせることで行われる。棄却条件としては、　
（１）計算した結果、ウーハー時間遅延が想定している時間よりも大きい、または、小さ
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い（時間的に負が計算されてしまう場合も含む）　
（２）山の規模（面積）が想定しているものよりも小さい　
（３）山の左肩の平均的な傾きを計算した結果、傾きが所定値よりも小さい　
等があげられる。
【００６９】
　（１）の条件は、基本的に第１過渡応答部の選択が誤っていると判断できる条件である
。また、（２）の条件は、ノイズを第１過渡応答部と誤判別することを防止するための条
件である。また、（３）の条件は、取りきれていないＤＣ成分や床を介して伝わった振動
などの影響を防止するための条件である。
【００７０】
　なお、上述の（１）～（３）の棄却条件は一例であり、これ以外の棄却条件を用いるこ
とももちろん可能であし、複数の棄却条件を音声の再生環境等に応じて組み合わせて用い
るようにすることももちろん可能である。そして、この実施の形態において、棄却条件は
、データベース化された棄却条件リストとして、第１過渡応答選択決定部８４が参照可能
な、メモリなどの記録媒体１３に予め用意するようにされている。
【００７１】
　この実施の形態の再生装置においては、図１にも示したように、棄却条件リスト１３は
制御部１０に接続するようにされており、第１過渡応答選択決定部８４は、制御部１０を
通じて棄却条件リストの情報の提供を受け用いることができるようにされている。
【００７２】
　そして、棄却条件（棄却要因）に該当する場合は、第１過渡応答部の候補を選択しなお
し（第１過渡応答部の別の候補を選択し）、再び上述した解析を行う。基本的に、棄却さ
れる場合は、本来正解となる第１過渡応答部より、時間的に前方のものを拾う場合が多い
。このため、例えば、振幅基準値ＴＨ＿ＷＦ＿ＳＩＮ値をループ毎（第１過渡応答部の候
補を変更する毎）に増やしていくなどの対応を取ることによって、改善することが可能で
ある。
【００７３】
　ただし、このループ自体が過剰な回数回った場合、すなわち、第１過渡応答部の候補を
変更する回数が過剰な回数となった場合は、正しいと思われる第１過渡応答部が検出でき
ないケースであり、エラー等のメッセージをユーザーに提示して、ウーハー時間遅延の測
定を断念する。そして、例えば、ウーハーの設置位置を変更したり、マイクロホンＭＣの
設置位置である聴取位置を変更したりするなど、再生音場を調整するようにした後に、再
度、ウーハー時間遅延の測定を行うようにする。
【００７４】
　そして、第１過渡応答部が適正に選択され、解析対象の第１過渡応答部として決定した
場合には、ウーハー時間遅延算出部８５において、当該第１過渡応答部の複数サンプル値
に基づいて、予め用意されている波形データベース１４を参照し、解析対象波形（バース
ト波応答）の立ち上がり点を推定し、ここからウーハー時間遅延を求める。
【００７５】
　この実施の形態の再生装置においては、図１にも示したように、波形データベース１４
は制御部１０に接続するようにされており、ウーハー時間遅延算出部８５は、制御部１０
を通じて波形データベース１４のデータの提供を受け用いることができるようにされてい
る。
【００７６】
　図７は、ウーハー時間遅延算出部８５に供給される解析対象波形の一例を示す図であり
、図８は、解析対象波形の立ち上がり点の推定方法の一例を説明するための図である。こ
の実施の形態の再生装置のウーハー時間遅延算出部８５は、図７に示したような解析対象
波形において、ノイズの影響を受けやすい部分として示した第１過渡応答部よりも前の部
分のデータを用いることなく、立ち上がり部分として示したノイズの影響の少ない第１過
渡応答部のデータを用いて立ち上がり点を推定する。
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【００７７】
　具体的には、図８に示すように、例えば、ＳＮ比が良いと考えられる図７に示した立ち
上がり部分の、ピーク値、及び、ピーク値の１／２、ピーク値の３／４に対応するサンプ
ル数を求めて、そこから波形データベース１４の情報とを照合させ、本来の立ち上がり点
を推定するようにしている。
【００７８】
　すなわち、波形データベース１４には、ピーク値とピーク値の１／２値とピーク値の３
／４値とをインデックスキーとし、このインデックスキーと、立ち上がり点を示す情報と
が対応付けられたものが格納されている。もちろん、異なる複数のインデックスキーと、
これらに対応付けられた立ち上がり点を示す情報とが格納されており、ピーク値とピーク
値の１／２値とピーク値の３／４値が決まれば、立ち上がり点を一意に決定することがで
きるようにしている。
【００７９】
　基本的に解析対象波形（測定信号）自体が複雑なものではなく、再生もウーハーのよう
に限定されていれば、波形データベース１４自体も比較的単純に形成できる。また、波形
データベース１４の変わりに所定の関数を用いて、立ち上がり点を求めるようにしてもも
ちろんよい。
【００８０】
　このようにして、ウーハー時間遅延算出部８５は、解析対象波形の立ち上がり点を迅速
かつ正確に特定し、テスト信号の発生タイミングから当該立ち上がり点までの時間をウー
ハー時間遅延として算出することができるようにしている。これにより、ウーハー時間遅
延を迅速かつ適正に検出し、音場補正部３に対してウーハーが接続された音声チャンネル
に対する遅延時間を適正に設定し、適正な再生音場を形成することができるようにしてい
る。
【００８１】
　そして、この実施の形態の再生装置で行うようにしたウーハー時間遅延の測定において
着目すべき点は、テスト信号である正弦波のバースト信号を集音して得られる応答波形は
、上述もしたように過渡応答であるため、周期的な波形になっていないことである。例え
ば、山型波形である各「過渡応答部」のピークやゼロクロス値を観測しても、周期的にな
っておらず、ここから本来の立ち上がり地点を推測することは困難である。
【００８２】
　また、例えば特願２００４－１３３６７１号において提案したインパルス応答での立ち
上がり地点を推定する手法と同様の手法を用いて、波形最大値からの相対値を以って、立
ち上がり点を求めることも困難である。なぜなら、ここで扱っているバースト波応答波形
はインパルス応答と違い、波長の長い低域をベースとしており、さらに過渡応答的である
ため、図７に示すように、立ち上がり部自体が長い範囲にわたっており、立ち上がり検知
における誤差が大きくなってしまうからである。
【００８３】
　さらに、前述の棄却条件がいくつか必要なように、解析対象波形における波形応答の立
ち上がり部及び、それより時間的に前方では、ノイズや他の振動の影響を受け、測定値自
体が安定しないことがある。このように、解析対象波形の立ち上がり点よりも前の波形に
不具合が生じている場合の例を図９、図１０、図１１に示す。
【００８４】
　例えば、図９に示すように、解析対象波形の立ち上がり点よりも前にオフセット分が生
じていたり、図１０に示すように、解析対象波形の立ち上がり点よりも前のノイズが影響
して過渡応答と間違うような山型部が生じたり、図１１に示すように、ＬＰＦ（Low Pass
 Filter）では取りきれなかった高域ノイズが過渡応答と間違うような山型部を生じさせ
てしまうような場合もある。
【００８５】
　したがって、この実施の形態の再生装置の測定機能部８においては、図９、図１０、図
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１１に示したように、オフセットやノイズの影響を大きく受ける可能性のある部分（ＳＮ
比が悪い部分）のデータを使って立ち上がり点を求めるよりも、ＳＮ比が良好であると考
えられる第１過渡応答部におけるサンプル値を使用して、立ち上がり点を推定するように
している。
【００８６】
　　［測定機能部の動作のまとめ］
　次に、上述した測定機能部８の動作について、図１２のフローチャートを参照しながら
まとめる。図１２に示すフローチャートの処理は、操作部１２を通じて、ユーザーからの
音場補正処理の実行が指示された場合に、制御部１０の制御に応じて測定機能部８におい
て実行される処理である。
【００８７】
　ユーザーにより音場補正処理の実行が指示されると、テスト信号発生部３が制御部１０
の制御により動作し、正弦波（サイン波）のバースト信号を発生させ、これをウーハーに
供給して放音するようにするので、これを聴取位置に設置されたマイクロホンＭＣにより
集音し、測定機能部８の加算平均部８１に供給して、ＳＮレベルを大きくするために加算
平均化処理を施す（ステップＳ１０１）。
【００８８】
　次に、加算平均化処理された正弦波のバースト信号に応じた応答信号を、フィルタ部８
２に供給し、ここでノイズを除去するためのフィルタリングを行う（ステップＳ１０２）
。フィルタ部８２にいては、例えば、ＤＣ成分及びウーハーでは不要な中高域成分をカッ
トする。
【００８９】
　そして、フィルタリング処理した応答波形を正値化部８３に供給し、正値化処理を施す
（ステップＳ１０３）。この正値化処理は、上述もしたように、応答波形を絶対値処理し
たり、あるいは、自乗処理したりして、応答信号を正値化変換するものである。このよう
にして応答信号を正値化することにより得た信号を解析対象波形として第１過渡応答選択
決定部８４に供給し、上述もしたように、解析対象波形の最初の山型部である第１過渡応
答部の候補の判定と選択とを行う（ステップＳ１０４）。
【００９０】
　第１過渡応答部の候補が選択されると、予め用意されている棄却条件リスト１３を参照
して、選択された第１過渡応答部の候補が棄却条件に当てはまるか否かを判断する（ステ
ップＳ１０５）。このようにして、第１過渡応答部の候補に対して、いくつかの棄却条件
を加え、判定選択されたこの波形が、実際に求めるべき第１過渡応答部である確度を上げ
る。
【００９１】
　ステップＳ１０５の判断処理において、選択した第１過渡応答部の候補が、所定の棄却
条件に当てはまらないと判断したときには、選択した当該第１過渡応答部の候補を目的と
する第１過渡応答部として決定する（ステップＳ１０６）。そして、ウーハー時間遅延算
出部８５は、図８を用いて説明したように、ステップＳ１０６において決定された第１過
渡応答部の複数のサンプル値から、波形データベース１４の情報に従い、応答信号の立ち
上がり点を類推（推定）する（ステップＳ１０７）。この推定された立ち上がり点を用い
てウーハー時間遅延を算出し（ステップＳ１０８）、この図１２に示す処理を終了する。
【００９２】
　また、ステップＳ１０５の判断処理において、選択された第１過渡応答部の候補が棄却
条件に当てはまると判断したときには、ステップＳ１０９からの処理が行われた回数が所
定回数以内か否かを判断する（ステップＳ１０９）。このステップＳ１０９の判断処理は
、換言すれば、棄却条件に該当した第１過渡応答部の候補の数が所定値以上か否かを判断
するものである。
【００９３】
　このため、ステップＳ１０９の判断処理において、ステップＳ１０９からの処理が行わ
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れた回数が所定回数以内ではないと判断したときには、正常に第１過渡応答部を検出でき
ない場合であるので、該当する第１過渡応答部が検出できないことを通知するエラーメッ
セージを通知し（ステップＳ１１０）、この図１２に示す処理を終了する。
【００９４】
　また、ステップＳ１０９の判断処理において、ステップＳ１０９からの処理が行われた
回数が所定回数以内であると判断したときには、第１過渡応答部の候補を変更するよにし
（ステップＳ１１１）、ステップＳ１０４からの処理を繰り返して、次の第１過渡応答部
の候補についての処理を行うようにする。
【００９５】
　これにより、この実施の形態の測定機能部８は、テスト信号であるバースト信号に応じ
た応答信号から形成される解析対象波形の立ち上がり点を迅速かつ正確に特定し、テスト
信号の発生タイミングから当該立ち上がり点までの時間をウーハー時間遅延として算出す
ることができる。そして、算出したウーハー時間遅延に基づいて、音場補正部３に対して
ウーハーが接続された音声チャンネルに対する遅延時間を適正に設定し、適正な再生音場
を形成することができる。
【００９６】
　換言すれば、半波長以上の連続正弦波からなるバースト波をテスト信号（測定信号）と
して対象スピーカ（ウーハー）から再生し、これをマイクロホンで集音して得た応答信号
の自乗波形または絶対値波形に対して、波形のうち最初の山型部となる「第1過渡応答部
」を検知する。そして、検知したその山の頂部近辺を含む２ポイント以上の点から、リス
トもしくは特定関数を用いて、正弦波当該周波数に関する「立ち上がり点」を類推し、こ
れにより、マイクロホンまでの設置距離とウーハー内のフィルタ遅延を含む「ウーハー時
間遅延」を算出する迅速かつ正確に行うことができるようにされる。
【００９７】
　また、本手法は測定信号を非線形性が大きいウーハシステムにおいて、シンプルな再生
信号に対する応答信号を直接解析波形としていることに特長があり、これは機械構造上、
通常のスピーカに比べ非線形性が大きいサブウーハーに対して特に有効である。例えば、
ＴＳＰによるインパルス応答測定の手法では、インパルス応答算出に関して線形性を前提
としており、実際のインパルス応答とは異なることがあり、直接的な応答解析を行うウー
ハー時間遅延を測定する方式は、より現実的な運用に近いと言える。
【００９８】
　［立ち上がり点の他の類推方法について］
　上述した実施の形態において、解析対象波形の立ち上がり点の推定は、第１過渡応答部
のピーク値と、ピーク値の１／２と、ピーク値の３／４との３つの値に基づいて、予め用
意される波形データベース１４を参照して決めるものとして説明した。しかし、これに限
るものではない。図１３、図１４は、解析対象波形の立ち上がり点の推定の他の方法の例
を説明するための図である。
【００９９】
　例えば、図１３Ａ、Ｂに示すように、決定した第１過渡応答部において、この第１過渡
応答部のトップ振幅（値０（ゼロ）からピーク値までの振幅）のピーク値側から２０パー
セントに当たる値を有する点と、値０（ゼロ）側から４０パーセントに当たる値を有する
点との２点を通る直線と、値０（ゼロ）の横軸とが交わる位置を立ち上がり点と推定する
ようにしてもよい。
【０１００】
　なお、図１３Ａに示したように、事前測定の暗騒音（測定環境に誰もいない状態で測定
した騒音）のレベルが、値０（ゼロ）側から４０パーセントに当たる値以下であることが
望ましい。
【０１０１】
　また、図１４Ａ、Ｂに示すように、決定した第１過渡応答部において、この第１過渡応
答部のトップ振幅（値０（ゼロ）からピーク値までの振幅）のピーク値側から５０パーセ
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ントに当たる値を有する点と、ピーク値、あるいは、ピーク値のごく近傍の点とを結ぶ直
線と、値０（ゼロ）の横軸とが交わる位置を立ち上がり点と推定するようにしてもよい。
【０１０２】
　この図１４Ａ、Ｂに示した例の場合には、第１過渡応答部が決定され、そのピーク値の
位置が特定できれば、このピーク値の位置と振幅の５０パーセントに当たる値を有する点
とを結ぶ直線を求めればよいので、比較的に簡易に立ち上がり点を推定することができる
ようにされる。
【０１０３】
　また、図１３、図１４を用いて説明した例のほか、決定された第１過渡応答部のトップ
振幅に基づいて、例えば、ピーク値側から３０パーセントに当たる値を有する点と、値０
（ゼロ）側から３０パーセントに当たる値を有する点との２点を通る直線と値０（ゼロ）
の横軸とが交わる位置を立ち上がり点と推定するなど、トップ振幅に対して適宜の割合を
用いて立ち上がり点を推定することも可能である。すなわち、決定された第１過渡応答部
に基づいて決められるＮ（Ｎは１以上の整数）個以上の点に基づいて、解析対象波形の立
ち上がり点、すなわち、テスト信号であるバースト信号に対する応答信号の立ち上がり点
を推定するようにすることができる。
【０１０４】
　［その他］
　なお、上述した実施の形態の再生装置における、正弦波のバースト信号を発生させるテ
スト信号発声部６としての機能と、図２に示した測定機能部８を構成する各部の機能を、
制御部１０において実行させるプログラムによって実現することももちろん可能である。
すなわち、図１２のフローチャートを用いて説明した処理を行うプログラムを形成し、こ
れを制御部１０において実行することにより、制御部１０により測定機能部８としての機
能が実現され、ウーハーについてのウーハー時間遅延を測定し、適切に補正することがで
きるようにされる。
【０１０５】
　また、上述した実施の形態においては、テスト信号として、１００Ｈｚの正弦波のバー
スト信号を用いるようにしたが、これに限るものではない。周波数的には、ウーハーにと
って意味のある信号である周波数が１００Ｈｚあるいはその近傍の周波数の信号、あるい
は、数十Ｈｚ～数百Ｈｚの周波数の信号であって、上述したバースト信号のように、所定
の時間幅を有するように時間窓を重畳するようにした信号をテスト信号として用いるよう
にすることができる。時間窓の重畳は、例えば、一定の時間幅を有する矩形波（パルス信
号）を重畳することによって行うことができる。
【０１０６】
　また、上述した実施の形態の再生装置においては、第１応答部の決定と、解析対象波形
の立ち上がり点の推定処理とは、共に測定機能部８のウーハー時間遅延算出部８５におい
て行うものとして説明したが、これにかぎるものでは無い。第１応答部の決定と、解析対
象波形の立ち上がり点の推定処理とを、それぞれ異なる部分で行うようにすることももち
ろん可能である。
【０１０７】
　また、上述した実施の形態の再生装置において、測定機能部８のウーハー時間遅延算出
部８５は、図８を用いて説明したように、解析対象波形の時間方向の所定の位置から時間
的に遡る方向に解析を行うものとして説明したが、これに限るものではない。立ち上がり
点以前の所定の位置から時間の経過方向に解析を行うようにしてももちろんよい。
【０１０８】
　また、上述した実施の形態で用いた応答信号の時間長、サンプリング周波数、解析の基
準位置などはすべて一例であり、それらの値に限られないことは言うまでもない。
【０１０９】
　また、上述した実施の形態においては、ＤＶＤなどの光ディスクの再生が可能な再生装
置にこの発明を適用した場合を例にして説明したが、これに限るものではない。音声信号
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ンプなどのオーディオ機器に、この発明を適用することができる。
【０１１０】
　また、上述した実施の形態においては、５．１チャンネルのマルチチャンネル音声を再
生する場合を例にして説明したが、これに限るものではない。ウーハーやサブウーハーな
どといった低音域用スピーカを備え、その低音域用スピーカから放音される音声のウーハ
ー時間遅延を測定する場合に、この発明を適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１１】
【図１】この発明の一実施の形態が適用された再生装置を説明するためのブロック図であ
る。
【図２】図１に示した再生装置の測定機能部８を説明するためのブロック図である。
【図３】テスト信号（正弦波のバースト信号）の一例を説明するための図である。
【図４】図３のテスト信号に対する応答信号の一例を説明するための図である。
【図５】図４の応答信号を正値化することにより得た解析対象波形と第１過渡応答部につ
いて説明するための図である。
【図６】図５に示しした解析対象波形の解析処理を説明するための図である。
【図７】解析対象波形の解析に用いる部分の選定について説明するための図である。
【図８】解析対象波形の立ち上がり点の求め方の一例を説明するための図である。
【図９】立ち上がり点前にオフセット分が存在する解析対象波形の一例を示す図である。
【図１０】立ち上がり点前にノイズが混入している解析対象波形の一例を示す図である。
【図１１】除去しきれなかった高域ノイズが存在する解析対象波形の一例を示す図である
。
【図１２】図２に示した測定機能部８の動作を説明するためのフローチャートである。
【図１３】立ち上がり点の推定の他の方法を説明するための図である。
【図１４】立ち上がり点の推定の他の方法を説明するための図である。
【図１５】音場補正可能な聴取システム（音響システム）の一例を説明するためのブロッ
ク図である。
【符号の説明】
【０１１２】
　１…メディア再生部、２…フレームバッファ、３…音場補正部、４…スイッチ回路、５
…パワーアンプ部、６…テスト信号発生部、７…マイクロホンの接続端子、８…測定機能
部、１０…制御部、１１…ＬＣＤ、１２…操作部、１３…棄却条件リスト、１４…波形デ
ータベース、ＤＰ…表示装置、ＳＰ１～ＳＰ６…スピーカ、ＭＣ…マイクロホン、８１…
加算平均部、８２…フィルタ部、８３…正値化部、８４…第１過渡応答選択決定部、８５
…ウーハー時間遅延算出部
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